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20世 紀最後の数年 は情報技術(IT)が 急激 に進展 し日常生活 に浸透 し始 めた時期 とし

て記憶 され るのではないだ ろうか。

本稿で はわが国の政策論 ・経済学原理論 におけるITの 取 り扱いの現状 をサーベイ し、

更 にグローバ リゼーシ ョン論 か らITへ のアプローチの方向性 を探 った。

技術の進歩が遥かに理論 を追い抜 いて しまった ように見 える中で、筆者 の現段階での鳥

1"・1図に捨 て石ほ どの意味が あれば と思 う。

1.「 日本 型lT革 命 」 一 その 経 緯

情報産業において は、 ダウンサイジング と分散処理への趨勢 の中で主役 は大型 コンピュ

ータか らパ ソコンへ と移 り変わ った。 これに加 えてOSの 操作性の向上、アメ リカで始 め

られたインターネ ッ トの普及、 ホームページを閲覧するブラウザの開発、 これ らが相乗 し

た結果、情報産業は大 きく発達 した。 コンピュータに求め られ るもの もこの間、計数技術

か ら生産技術(CAD、CAM、CIM等)そ してシステム間接続技術へ と長足の進歩 を遂 げ

た。

一方
、通信産業では80年 代のサ ッチャー、 レーガン、中曽根政権等でほぼ時 を同 じくし

て実施 された新 自由主義的経済政策 の下での通信の自由化(日 英において は国営通信企業

の民営化、アメ リカにおいては寡 占企業AT&Tの 分割)が 流動化 の起点 となっている。

現在は移動体通信が急速に成長 してお り2000年 には台数で固定電話 を抜 いた と言われ る。

また通信回線の高速大容量化が図 られている。

この ような情報 ・通信産業 を連結 させた ものがインターネッ トであ り、一方の技術革新
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が他方の技術革新 を誘発す る好循環 となっている。世紀 を越 えて続 く一連 の技術革新 は

「情報通信 ビッグバ ン」 とも言われ
、業態の融合のためにまたデファク トスタ ンダー ド確

立のために関連企業 は合併 ・買収 ・提携 を繰 り返 している。(1)

わが国では91年 春のバブル崩壊以降の独 り負け とも言 える景気の低迷が未だに続 いてい

る。(図1-A、B)失 業率はついに日米逆転状況 となった。

不良債権問題の処理 は進 まず97年 以降金融機関の破産が頻発、強力な外国系金融資本の

参入 に晒されて買収や合併な どの途上 にあ り、 とりわ け企業 グループのメインバ ンク間の

大合同 は他産業 も再編 させつつある。そ して景気対策予算 を組むたびに財政構造が悪化 し

てゆ くとい う袋小路 に入 ってしまった。 このような状況 か らの脱 出の切 り札 として 「IT

革命」が唱 え られた。2000年7月7日 政府 は 「IT戦略会議」を発足 させ、14日 に発表

された 「経済 白書」 は財政再建 とともにITに よる経済活性化 を打 ち出 している。22日 九

州 ・沖縄 サ ミッ トで採択 された 「IT憲章」 はデ ジタルデバ イ ド(情 報格差)の 解消 を提

唱 し、8月30日 には 「IT戦略本部 ・同戦略会議」の合 同会議 で 「2005年まで にアメ リカ

を超 える超高速 インターネ ッ ト大国を目指す」 とい う国家戦略の方向が示 され、11月27日

の合同会議で 「今後5年 でネッ ト普及率60%」 な どの基本戦 略 を決定、29日 「IT基本法

(高度情報通信ネ ッ トワー ク社会形成基本法)」 が成立、2001年1月6日 施行、 と夏以降

矢継 ぎ早 の動 きを見せた。

言 うまで もな くアメ リカが 目標 とされたの は、同国商務省 の 「デジタルエ コノ ミー」

(白書)が 示す ような 「情報化投資 に牽引 された経済成長、未曾有の長 さで続 く好況」 を

わが国で も期待するか らであった。 またアジアでは香港 ・台湾 ・韓国 ・シンガポールな ど

で通信 の高速化や移動体通信 とインターネ ッ トの普及率で 日本を凌 ぐ状況が強調 されてい

る。(図2)ま たアメ リカで は華人系ベ ンチ ャーがイ ン ド系 を上 回 り、増加 の一途 と言わ
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れ る(日 本 経 済 新 聞2000年11月6日

「華僑 ・華人 系破竹 の勢 い」)。

またア メ リカ商務 省 「デ ィジ タル ・

エ コ ノ ミー(白 書)」 は この電 子商 取

引(eコ マ ー ス/EC)が 経 済 成 長 を促

進 す る と強 調 してお り、 わが 国通商 産

業 省(1999)は 、2003年 のBtoCEC市

場 規模 は 日本3兆1600億 円(EC化 率

0.97%)に 対 しア メ リカ21兆3200億 円

(同3.20%)、BtoBEC市 場 規 模 は

日本68兆 円(同11.2%)に 対 しア メ リ

カ165兆 円(同19.1%)と 試 算 した。

この趨 勢 が進 行 す るな らば、 わ が国 の

ア瀞課 騨辮象蕪 毒繍 ラ

系列慣行や企業組織 は大 き く変容 することになる。

しか しそのアメ リカで も情報関連株 は実態 を超 えた期待 によって高騰 している面が あ

り、た とえばアマ ゾンコムは創業以来一度 も黒字 を計上 してお らず、バブルがはじければ

「ニューエ コノ ミー」 も終わ りと見 る見方 も根強い。 また経済再生策 としての 「IT革命」

とい う捉 え方は経済面で も混迷する日本(と 一部発展途上国)特 有の ものである。 た とえ

ば 「ロン ドン ・エ コノ ミス ト」 などはITに 対 して懐疑的な論調 を崩 していない。

佐和隆光(2000:123-124)の 分類 に基づけば論壇 は 「IT革命」 について反対論 と推進

論 に分岐 し、推進論者 は更 に日本型 システムについて、改編が不可欠 ・推進すれば自つ と

改編 ・改編の要 な し、の3つ に分かれる という。管見 の限 りで は、ITが アメ リカの経済

成長 を加速 していないこ ととリス トラによる 「IT不況」の可能性 を指摘 した篠 原三代 平

(2000)、 「ITブーム」 と呼 んで一過的な もの と捉 える大西 ・井上 ・山下(2000)、 楽観的

推進の立場 を とる竹 中平蔵 と中谷巌、新技術を評価 しつっその破壊性 も強調 する野 口悠紀

雄 らの論調な どが特徴的である。(2>

さてわが国のIT関 連で国際競争力 に望 みがかけ られている商品は携帯電話 と情報家電

であるが、インフラの面では光 ファイバー(ケ ーブル)網 の整備が課題 となっている。 し

か しわが国は97年 に電話回線のデジタル化 を完了、大都市での光 ファイバー化率は92%で

総延長 で もアメ リカを上 回ってい るが(池 田信 夫2000b)、 各契 約者 までの接続線 の敷

設、そして接続費用 を誰が負担するのかなど 「ラス トワンマイル問題」が立ちはだかって

いる。(3)そ してNTTが 明確 な方向性 を打ち出せず にいる うちに英C&W社 が国内の光 フ

ァイバー網建設 に参加 を表明 した(日 本経済新聞2000年10月30日 夕刊)。

さらに 「光ケーブルで何ができるかは神様 にで も聞 きたい」 というNTT宮 津社長の
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発 言(日 経 コ ミュニ ケー シ ョン98年7月6日 、高橋 徹1999:77よ り再 引)は 日本 の 「IT

革命 」 の核 心 をか い ま見 せ てい るよ うに思わ れ る。

光 フ ァイバ ー の みな らず さま ざ まな方 法(図3)で 通信 回線 の高速 大容 量化 、 ブロー ド

バ ン ド化 が 図 られ てい る。

アクセス網における技術の進化動向

それによって送受信 できるようになるもの として、映画 ・カラオケ ・TVゲ ーム ・TV

会議 ・遠 隔治療 ・遠隔授業 な どが挙 げ られて いる。 そ して更 に様々 な技術 を融合 させた

「マルチメディア」がひ とまずの到達点の ようであるが
、その コンテンツについては上記

各種の動画が挙げ られるに留 まっている。 また最近ではITSに よる自動交通管制が注 目さ

れている。 この ようにわが国の不況打開 を賭 けたITで 何 をす るのかは実 はこれか らであ

る。 それはアメ リカやEUで も同様 ではあるが不況脱出の国家 プロジェク トではない。

一方種々のデータか ら2005年 までの直近 の経済予測の試み もなされている
。(日 本経済

研究セ ンター2000)そ れによれば、アメ リカの景気の行方 しだいでシナ リオ も変わる

が、 日本の産業 はこれか ら勝 ち組 と負け組 に分化 してゆ くという。前者 には通信、対事業

所サー ビス、電子機器 ・通信機器、電力 ・ガス ・熱供給、不動産 など、後者 には鉱業、窯

業、農林水産業、繊維、(そ の他)輸 送、建設、鉄鋼、自動車が挙 げ られてお り、大化 け

業種 として電気電子機械、流通業界、人材派遣業、 リサイクル ・ビジネスの4事 例が挙げ

られている(日 本経済研究センター2000:142-165)。

技術革新 によって ビジネスチ ャンスが到来 してい るのは確かであろ うが、本来その よう

な技術変化、経済構造 の変化 そして社会生活の変化はそれぞれタイムスパ ンが異なるので

はないだろうか。 アメ リカやEUと は異な って、 この機会 に技術以外 の もの まで一挙 に変

える 「革命」 を政府が提唱せ ざるをえない ところに、バブル崩壊か ら立ち直 る道 を見いだ

せないわが国の悲劇がある。そ して大競争時代 はますます加速 しっっ突 き進んでゆ くよう

に も思われ る。
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II.経 済 学原理 論 とIT

これ まで情報の経済学は、情報が非対称 の場合やネ ッ トワー ク外部性がある場合に均衡

が どのように成立するか とい うミクロ経済学の応用領域 となって きた。

特 にソフ トウェアなどでコピー費がゼロのため、生産量 を増大すれば収益が伸び続 ける

とい う、サンタフェ研究所のブライアン ・アーサーによる収穫逓増の法則が昨今注目され

ている。有賀敏之(1999:136-140)は 収穫逓増 と収穫逓減 をそれぞれ生産関数の一局面 と

して動態的 に説明 している。

また電子商取引にかかわ って取引費用がゼロに近づ く状況 は企業論 の再構成を迫るであ

ろう。「逆オークシ ョン」な どで は 「一物 多価」が注 目され てい るが、イ ンターネ ッ トの

発達 で完全情報市場が成立す るまでの過渡的な現象 と思われる。

政治経済学派では現代資本主義論 をどのように構成するか とい う観点か らアプローチが

始め られた。ME段 階の資本主義 の特徴付けは再生産軌道 の中に新鋭重化学工業部 門(I

B)の 析出 とい う形 で展開 された(杉 山清1992)。

電子マネーの登場 によって、貨幣価値がオ ンライン上 に存在するイメージによって形成

された 「貨幣=情 報」論に対 して建部正義(1997)は 一時的に転態 した もので本質は預金

等 を引き当てに した返還請求権であ り信用創造 は起 こらない としてこれを退 けた。 しか し

その後電子マネー は普及の動 きを見せていない。

ソフ トウェアの普及 によって、費用の殆 どかか らないコピーに価格 がついて販売 され る

の は何故 か、ソフ トウェアに価値法則 は成立 す るか、 とい う問題 が生 じた。重 田澄 男

(1998)は 「オ リジナル ・ソフ トの開発 と完成のため に必要 とした労働時間や経費 な し

に、単 なるコピー という労働活動だけによってコンピュータ ・ソフ トが再生産することは

あ りえない。オ リジナルをぬきにしたコピーによる複製品の制作 とい う労働活動 は、コン

ピュータ ・ソフ トその ものの生産 に要す る総労働量 を意味する ものではない」(同:50)

として、 ソフ トの価値 はオ リジナルの開発 と生産に要 した労働量、諸経費 に含 まれ る労働

量、 コピーのための労働量 の総和 によって規定 され る とす る。(同:49-50)そ れ ゆえソフ

トの価値 は総労働量 をコピー した個数で割 った もので ある。北村洋基(1999:108)も 重

田の立場 に立つが、 ソフ ト・ハ ー ドの境界 を区別 す ることが事 実上 むずか しい と指摘 す

る。

フ リーソフ トについてはマイクロソフ トのイ ンターネ ッ トエクスプロー ラー を例 に、 自

社市場 の拡大、応用 ソフ トの開発販売、サーチエ ンジン上の広告収入な どによって十分採

算が とれ、競争 と独占を通 じて価値法則はネッ トワー ク上で十分機能 している(同:108)

とす るが、シェアウェアについてはボランティア ・ネ ットワークの発現 と見る立場 もあ り

(金子郁容1998)、 両者 は外見上区別がつかないため更なる検討が必要である。
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オー トメーシ ョンによる無人工場の出現で剰余価値生産がなぜ可能 なのか、 も大 きな問

題 となった。 これに対 し高木彰(1996:95)は 、第一に生産概念の変化一生産は直接的に

機械 に従 う労働者 を必要 としな くなっている、第二 に管理労働 、科学的労働 も価値形成労

働 となってきてい る、第三 にオー トメーシ ョン生産ではコンピュータを含む労働手段か ら

の商品への価値移転の比重が高 くなっている、 ことか ら一定の修正 を加 えた上で価値法則

が成立する としている。

電子商取引については一般的 には物流 の中抜 きといわれ、商業資本 を衰退 に導 くと考 え

が ちだが、清水 真志(2000:225-247)は 宇 野経済学 の立場 か ら検討 し、電子商 取引 の

「革命」的 どころか多分 に 「原理」的な性格 を指摘する
。(同:228)更 に 「物流の中抜

きは」 は 「珀末 な一部」(同:244)で あ り、商業資本の電 子証 券取引 を通 じた 「復位」

(同;244)を 展望 している。

労働価値の規定の見直 しを提起す るのは北村洋基(1999)で ある。同氏は商品価値の投

下労働量 による価値規定が当てはまりに くくなることは認めなが ら 「企業が企業 として存

続 し発展 してゆ くためにはやは りコンスタン トな商品開発 と利潤が必要」(同:106)な た

め、「一つ 一つの商品については当た り外 れがあって」(同:106)も 、「長期平均的 ・総体

的には価値法則 ・剰余価値法則 は働 くと考 えるべ き」(同:106)と する。同氏によればフ

ァブ レス、バーチ ャルカンパニー等 に見 られ る企業組織 ・企 業間関係 の変貌 を踏 まえ、

「労働価値論が 〈知識〉を吸収 した価値論 となってゆ くこともまた
、間違いのない事実」

(同:108)で あるが、それ は 「ます ます多 くの労働 者が く知識 〉労働者 にな ることでは

ない」のであ り、共通の利害 をもった社会集団であるということはますます困難 になる と

しなが ら 「[研究開発労働(科 学的労働)と 半熟練労働 の]2つ の頂上 をもった、ない し

は山脈型 の山の総体(図4)と しての生産的労働者たちの分業 による協業関係 として社会

的生産が行われ、価値増殖が実現 している」 としてい る。
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図4労 働価値説における 「社会的平均労働」の見直 し(北 村洋基...:104)

発 展 段 階論 の見 直 し も行 わ れ て お り、北 村 洋 基(1999)は 「資 本 主 義 的 生産 様 式 を二
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重 ・二段階 として区分す ることは もはや適切ではな く、大工業 を超 えた新たな生産様式の

存在(の 可能性)を も考慮 した大工業概念 の限定 が必要」(同:94)と し、現代資本主義

を 「情報資本主義」 と呼ぶ。松石勝彦(1998:94-96)は 大枠 としての資本主義的生産様

式 の中に協業、分業、機械制 そして コンピュータ制御(情 報ネ ットワーク)の4つ の生産

様式 を設定する。 カステル(1999訳)は 、資本主義的生産様式 と平行 して産業的発展様式

と情報的発展様式 を措定 している。他方高木彰(1996:5 ,76-98)は 資本制経済を機械段

階 と情報段階 に二分する。後者 の特徴 は労働手段の情報化であ り、これは自動化 されたフ

ィー ドバ ック制御 を基礎 とす るFMS(柔 軟生産体 系)を 指 してい る。伊藤誠(1994:167

-171)は1960年 代 までの1世 紀 にわたる資本主義の発展傾向に逆流現象が生 じているとい

う。「先端的な情報技術 の高度化 に もとつ く資本 主義 の再編が、 こうした歴史の流れ をい

わば再逆転 し、 自由で競争的な市場経済の活力 を再生 させ てきている。」(同:171)即 ち

自由主義段階への逆転である。

このように基本概念 自体の見直 しが必要 とする立場 と資本主義 「原理論」への純化傾向

をみる立場 に分岐する傾向が見 られる。

上記の変化 を世界経済全体で見 る場合には後段 で見 るグローバ リゼーシ ョン論が手がか

りの1つ になるので はないだろ うか。グ ローバ リゼー シ ョンにかかわ って田口富久 治

(1994)に よって、ギデンズの 「時間一空間の拡大」、ハーヴェイの 「時間一空間の圧縮」

概念が紹介されている。前者 は社会関係の延伸、後者はバ ラバ ラの世界の出来事 の集約化

を指す。 どち らも現代 に特徴的な、離 れた場所 を結ぶ因果連関 の強化、深化 を表 してお

り、空間を尺度 とすれば拡大、時問 を尺度 とすれば圧縮 といえよう。「グル ン トリッセ」

には 「時間 による空間の絶滅」(MEGA,II/12,S.438水 岡不二雄1992よ り再引)と い

う概念が現れ る。生産～流通一消費が行われる距離 と時間の短縮 は資本の回転 を早め剰余

価値 を増大 させる。グローバ リゼーシ ョンの特質の一つは経済学原理論的にはこのような

意味を持つ。

III.グ ロー バ リゼ ー シ ョ ン とIT

パ ックス ・アメ リカーナ フェイズII

情報化投資が牽引 した と言われ るアメリカ経済の再活性化や、その軍事技術革命 による

圧倒 的な電子戦争装備 は、21世 紀前半 もまた 「アメ リカの世紀」が続 くという予測 をもた

らしている。(日 本経済研究 センター2000:216)

95年 あた りか らアメ リカは周回遅れの 日本の構造改革に口を挟 まな くな り、 ジャパ ンパ

ッシングが始 まった。 これはアメ リカの戦略産業が自動車 を代表 とするオール ドエ コノ ミ

ーか らITを 中心 とす るニ ューエコノ ミーに変わったた め とい う(「 日本抜 きの繁栄
」 日本

285



情報化の政治経済的文脈

経済新聞2000年8月28日)。

かつては投資摩擦や貿易摩擦 をめ ぐって 日本異質論 さえ唱えられたアメリカであるが、

90年 に日米構造協議、95年 に半導体摩擦 などをめ ぐる日米包括経済協議が終結 した後 は、

NTT市 内通話網の通信回線接続料が問題 とな り、2000年7月 ひ とまず決着 した。2000年

(4-9月 期)の 対 日直接投資は過去最高 とな り、金融業 ・通信業で 「外資の日本買い」

が続 いている。

現代アメリカ経済 の特質 について野口真(2000)は 以下 のように総括 している。「債務

国であるアメ リカの資本主義が90年 代 に示 してきた経済的パワーの発揮は、必ず しも国内

の在来産業での製造技術 の向上 とか、国内貯蓄の旺盛 な形成に依拠 した力ではない。多 く

は他国の工学的技能 と資金 とに依拠 しなが ら、それ らをうまくコーディネー トし統合す る

柔軟 な組織を展開してきた ところに、そのパワーのみなもとが隠されている。 したがって

アメリカ資本主義 はその経済組織の強みを発揮 しようとすればす るほど、資本移動の自由

化 と資本市場のグローバル化の経済的要求 を全世界 に突 きつけようとす る衝動 に駆 り立て

られる。」(同:26)

「(アメリカは)自 国の資本市場で急激 な崩落が起 こった場合 に生 じうる瞬時かつ大量

の資本流出が もた らす ドル暴落の潜在的危険性 と絶 えず向 き合 って、 自国の通貨政策、金

融政策の舵取 りをお こなわなければな らない とい う緊張 をこれか らます ます強いられるこ

とになるだろう。」(同:30)

この理路 を金子勝は次のように整理す る。中長期的にはアメ リカの経済力 は製造業 ・貿

易収支か ら見て衰退→世界一の債務国が基軸通貨 を垂れ流 し→貿易赤字が膨張 しドル信認

が動揺す る危険性→流入資金(貿 易赤字 をファイナンス)の 再投資先 と投資収益の確保 の

必要→金融 自由化(絶 えず ドルを世界中で流通 させアメ リカに還流す る仕組 み)の 強制 と

正 当化(市 場原理主義 と 「グローバルスタンダー ド」)→ アメ リカ金融業 の各 国への投機

と金融 システムの破壊→IMF、 世界銀行による一層 の金融 自由化。 このような悪循環構

造 に よって シス テ ミッ ク ・リス ク は ます ます肥 大 化 して ゆ く(金 子2000a:100-105,

2000b:78-82}0

ところでIMF、 世界銀行 とアメ リカの人事交流、結果 としてア メ リカの国策が このよ

うな国際機関に も貫徹 していることはよく知 られているが、最近では 「ウォール街 ・財務

省 ・複合体(AWallStreet-TreasuryComplex一 アメ リカの経済学者Bagwattiの 命名)」

とも称 されている。

「バグワッチが喝破 した ように
、アメ リカ社会 は、ウォール街 ・米国財務省 ・世界銀

行 ・IMFの 『金融複合体』であ る。 これ ら諸機関は相互 に人事 を交換 し、タイア ップ し

ている。世銀やIMFの 施策の実行部隊 はほ とん どアメ リカのス タッフで ある。 アメ リカ

資本 主義 の覇権 を支 えているのは、 こうした 『金融複合体』である。」(本 山美彦2000:
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16)

アメリカによる金融 自由化の推進、その結果ヘ ッジファンド等ホ ットマネーの移動が経

済危機 を もた らし、そ こでIMFの 画一的 な構造調整 プログラムの実施が事態 を悪化 させ

ている。「アメ リカ金融複合体 の独 り勝 ちがグローバルな危機 をつ ぎつぎに発生 させてい

るのである。」(本 山美彦2000:166)現 状分析対象 としてのグローバ リゼー ションの認

識 はアメリカ との関連 を起点 にしなければな らない。

グローバ リゼーシ ョン

グローバ リゼーションについて政治経済学派の論考 など(野 口2000、 西部忠2000、 ヒル

シュ1998訳 、奥村茂次 ・尾上修悟1998)か ら特徴点 を列挙 し一応の関連づけを試みると、

1.情 報通信技術 の発達(ヒ ルシュ、西部)

2.冷 戦 による世界分裂の終焉

→全世界で資本主義が支配的かつ普遍的に(ヒ ルシュ)グ ローバル資本主義によりす

べての ものが投機投資の対象 にな りコ ミュニテ ィは解体(西 部)

→自由民主的諸原理 ・資本主義的消費 スタイルなど特定価値の普遍化(ヒ ル シュ)

3.生 産の空間的組織化(奥 村 ・尾上)、 生産 のモジュラー化(野 口)

4.ヘ ッジファン ドな ど金融市場の世界化(世 界的拡大)と 投機化(西 部)

5.労 働力移動

→流動化 に着 目(奥 村 ・尾上)⇔ 制約に着 目(ヒ ルシュ)

→資本 のグローバル化が制約 を突 き崩そうとする(野 口)

以上である。西部 は これ らを手際 よ く 「アメ リカの ドル とITを 機軸 として展 開するア

メ リカ型市場経済の拡大」(同:327)で あるとまとめている。

野 口真(2000)は グローバ リゼーシ ョンを 「生産のモジュラー化」の観点か ら下記のよ

うに説明す る。ユニー クな説 であ り長文 になるが引用す る。 なおモジュール(モ ジュラ

ー)と は 「システムを構成する諸要素 を特定 の機能 をもつ着脱可能な構成単位に分解 し、

それ らをそれぞれ独立 に組 み立てて もシステム全体 の機能が保持 される仕組 み」(半 田正

樹2000:216)の 謂いである。

「現代のグローバ リゼーションは、 コンピュータネ ットワークによって連接す る全世界

の企業が資本の結合、分離、再結合 をフレキシブル に行 う形で展開して」(同:13)お り、

「世界企業 は、新 たな連合関係の形成 をとお して、世界に分散立地 された工場 を相互的に

活用す るとともに、資材 ・部品の世界的調達網 の形成へ進 もうとしている」(同:12)と

い う。 これは 「グローバル ・ネ ットワーク型の企業結合運動のひとつ」(同:12)で ある。

この 「グローバル ・ネ ッ トワークは、世界中に分散す る生産要素への資本 の直接的なアク

セスを容易にする新 しい交通形態 を生み出 し」(同:12)て いる。「その衝撃の大 きさは、
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企業 の内 と外 とを隔てる壁 を絶えず流動状態に置 き、分離 と結合の多様で柔軟な関係 を企

業間につ くりだす力 にある。」(同:12)「 近年 『グローバ リゼー ション』 としてかまびす

しい議論の的になっている傾向の歴史的背景 をなす もの こそ、 このように企業 システムに

大 きな転換 を迫る資本主義経済の生産 と交通のあ り方の劇的な変容」(同:12)で あると

いう。さてそのような 「企業の内部 と外部の境界が不確実 に揺れ動 く時代 には生産要因を

で きるかぎりモジュラー化 し、それ らをいつで も外部的な取引関係 を通 して入れ替 えるこ

とによって、変化に対応で きる企業組織の形成が勢いを増す。」(同:20)

生産の分散立地 は 「異なる制度 のもとにある生産諸 要素 をモジュール として組 み合わ

せ、そ こか ら利益 をひね り出そ うとする利殖運動」(同:21)と 見 ることもできる。その

ため周辺部 の労働 と資本 は 「モジュー一ルで しかない以上、その活用の必要がな くなれば、

資本 にとって簡単に切 り捨てられ る」(同:21)

卓抜 な記述ではあるが、なお資本主義経済の変化の深度 を測 りかねているようにも思わ

れる。広 く認められた概念ではない ものの、現代企業組織の特質 は 「ネ ットワーク」 とい

うよ り 「モジュラー」なのか も知れ ない。

情報覇権の行方

石黒一憲(2000)は 、情報覇権維持をめざすアメ リカの国家戦略に着 目し、情報 スーパ

ーハイウェイはNTTの 光 ファイバー構想への対抗 を
、接続料引 き下 げ要求 はNTTの 弱体

化 を、それぞれ狙 った もの として警告を発 してい る。 また暗号技術や電子認証技術 をめ ぐ

るアメ リカの政策 を警戒すべ きと説 く。 これ に対 して池 田信夫(2000a)はNTTは その

ような水準 にない として反論 している。

アメ リカは80年 レーガ ン政権以降、国際競争力の源泉 として知的財産権 に対す る保護 を

強化 して きてお り、 日本 との関連 で もIBM産 業スパイ事件(1982)な ど紛争が頻発 した。

1995年 発足 したWTOは 、サービス貿易一般協定(GATS:GeneralAgreementonTrade

inServices)、 貿易関連知的所有権協定(TRIPs:Trade-RelatedAspectsofIntellectual

PropertyRights)も 管轄する ことになったが、 これによ りアメ リカは民事紛争たる領域

に国家が介入す る道筋 を開いた(加 藤英一:1998)。

またアメ リカは国内 ・国際出願の区別をな くした世界特許創設へ と動 き出 した(日 本経

済新聞9月25日 夕刊)。 昨今アメ リカの知的財産権保護 として注 目されているの はビジネ

スモデル特許である。独創的な電子商取引技術のノウハウを法 によって確保 しようとする

ものである。 このような知的財産権 の国際政治経済学が必要 とされている。

大西勝明 ・井上照幸 ・山下東子(2000)は 、「情報覇権」 を次のように位置づけている。

「グローバルな競争 を展開し
、世界市場において国境 を形骸化 させ ようとす るアメ リカ

企業が、変質 を迫 られなが らも、情報通信市場 を基点 に覇権の強化 をめざした対応 をして
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いる。すなわち、アメ リカの覇権の追求やアメ リカを本国 とする多国籍企業の蓄積の増大

と支配の拡充は、情報通信手段 を基盤 とし、関連する世界標準が決定的 となるような新た

な世界体制の形成 と連動 している。冷戦体制後の市場経済の拡大のなかで、 アメ リカ主導

の新 しい国際秩序が提示 され情報通信産業が戦略的役割 を果 たす ことになり、アメ リカの

覇権 の強化 と他国の国境 の希薄化がおきている。進出 を受 ける側 の国境、国家主権 は形骸

化 しているのであるが、アメリカは国家 と多国籍企業 とを一体化させての対外進 出を実行

している」(同:49)そ してその戦略 は 「金融業 と情報通信事業の融合化」(同:50)に

よってな されているとい う。

そ して 「情報通信機器 は、自 らがグローバルな存在 となっているだけではな く、迅速 な

意思決定、最適部品調達、世界最適地生産 を支援 するといったかたちで新 たな産業基盤 と

な り、他産業のグローバル化を加速 させている。か くしてデジタル化やバ ーチ ャルな世界

が巨大 な市場 とな り、(中 略)世 界 に革新的な影響 を及 ぼす ことになる。」(同:97)さ ら

に世界標準 を確立 しようとする競争 は、 ソフ トやデジタル技術が容易 に複製 ・模倣 できる

ことから、企業間競争 は急速 で熾烈 なものとなってい るという(同:97-98)。

また情報覇権 とは国家間のデジタルデバイ ド(情 報格差)の ヒエ ラルキーの頂点に立っ

ことと言えよう。 これ に関連 しては現在展望で きる事例 を挙 げるに留 める。 まずヒエラル

キーを超 えるもの としてた とえばNGO・NPOに よるネ ッ トワークの可能性 が指摘 されて

いる。次に南北情報格差 については、第三世界での急速な携帯電話の普及でアフ リカでは

向 こう3年 に3倍 の2500万 人 の加入が見込 まれてお り一挙にデジタルデバ イ ドを縮 める可

能性 も出てきている とい う(日 本経済新聞2000年9月15日)。 更 にサイバースペースでは

英語 の圧倒的優勢が想定 されていたが、初のオ ンライ ン言語調査(図5)で は、非英語圏

も予想外 の健 闘を見せていることが明 らか となった。

lV.小 括

「日本型IT革 命」の本質 は
、不況脱 出策で あることは既 に見た。 そしてわが国にはグ

ローバ リゼーシ ョンとそれに伴 う情報覇権 に どのように対応 してゆ くのかが突 きつけられ

ている。

IT技 術 が 「自生 的に」発展 したアメ リカ、「社会 的連帯」の コンセ ンサスのあるEUに

比べ、 日本 はハ ンディキャップが大 きい と言わざるをえない。わが国が近uの 国々 と協調

しつつどのように21世 紀 を乗 り切 ってゆ くのかその理念が広 く論議 され るべ きだし、 また

世界最高水準 のネ ッ ト大国にならなければ国が滅 びるかのような煽 り立てにも問題がある

と言わ ざるをえない。 これに関連 してヨーロッパの動向を見る と、 日本同様 に先端技術

の蓄積 を持つEUは 、高失業率 をかかえてい ることか ら、デジタルデバ イ ドの解消 まで見
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越 した総合施策 を打 ち出 している。昨年暮れEUはe-Europe:Aninformationsocietyfor

Allを 公表、「デジタルの教養 を持つ ヨーロッパ」 「活動的な福祉国家」「情報教育 の振興」

「社会の団結」な ど特 に雇用面 に配慮 した政策展開 を始 めた(柴 山健太郎2000)
。「第3

の道」 を歩 むヨーロッパに日本が学ぶ ところは大 きいのではあるまいか。

かつてない経済混迷 と自信喪失 のさなか、「百年に1度 か2度 の技術革新(グ リー ンス

パ ン ・米連邦準備制度理事会議長)」 に遭遇 して しまったわが国 に問いか けられてい るも

のは大 きいが、そもそ もタイムスパ ンが異 なる景気循環 と技術進歩 の問題 に同時に対応す

るの は原理的 に困難であ ると思われ る。(4)「IT革命」や 「グローバ リゼーシ ョン」に対す

る認識の革新 とオルタナテ ィブ(代 案)が 求め られてい る。

図5オ ン ライ ン言 語 の シ ェ ア(GlobalReach,GlobalInternetStatistics,2000)

註

(1)現 在 この分 野 で もア メ リカ を中 心 に世 界規 模 で の産 業 再 編 が 進 展 して い る。 そ の一 つ の 波 は固 定 電

話 通 信 産 業 に 始 ま り、 現 在 は移 動 体 通 信 産 業 に焦 点 が 移 行 して い る。 も う一 つ の 波 は情 報 産 業 にお け

る、 マ イ ク ロ ソフ ト ・イ ンテ ル の 所 謂 「ウ ィ ンテ ル 」 陣 営 と、Linux(OS)やJava(言 語)に よ っ てWin-

dowsに 対 抗 しよ う とす るIBM・ サ ン=マ イ ク ロ な どの グル ー プ を 中心 と した 標 準 化 競 争 をめ ぐる合 従

連 衡 で あ る。今 後 は2000年 秋 のAOLと タイ ム ワー ナ ー合 併 に示 され る よ う に、 これ ら情 報 通 信 産 業 とコ

ンテ ン ツ産 業(放 送 な ど)の 融 合 に発 展 して ゆ くと推 測 され る。

(2)エ ネ ル ギ ー とい うニ ーズ が 先 行 し、波 及 拡 大 が 大 き か っ た産 業 革 命 と比 べ 、 「IT革 命 」 は技術 とい

う シー ズ が先 行 して プ ロ セ スの縮 小 志 向 を特 徴 と し既 存 の 社 会 を効 率 化 させ る 「変 化 」 に過 ぎな い とす

る柳 沢 賢一 郎 ・東 谷 暁(2000:187-201)、 「IT革 命 」 とい う未来 まで続 く技 術 進 歩 を景 気 論 議 に綾 小 化 さ

せ ず オ ンラ イ ン ・コ ミュニ テ ィか ら真 の共 同体 の再 建 を説 く西 垣 通(2001)な ど、 そ の本 質 的意 味 を問

う論 調 も登 場 して き た。

(3)ソ フ トバ ン ク ・孫 社 長 は光 フ ァイバ ー敷 設 の た め電 柱 を利 用 す れ ば 経済 効 果 も大 きい と主 張 す るが
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(日本経済新聞2000年10月13日 「東電 光ファイバー網を開放」)、大越孝敬(1993:181-190)が 都市景観

美化のため主張した光ファイバー地中化の論点は顧みられさえしないようである。また現在の光 ファイ

バーも今後の新技術の台頭によって陳腐化する懸念(日 本経済新聞2000年10月6日 「IT革命が迫る制

度改革20」)や 、昨今不振 のアメリカ ・ブロー ドバン ド企業のように投資が回収 できない懸念 もある

(日本経済新聞2000年11月14日 「ブロードバンド革命の 『怪』」)。

(4)景 気循環の中で最 も大きい波動の 「コンドラティエフ循環」(周期50年 ～100年 前後)の 要因は技術

革新と言われる。他方、景気対策は在庫投資が要因と言われる最 も小さい 「キチン循環」(周期3年 前

後)を 想定している。そのため新技術 「IT」の普及がコンドラティエフ循環 と関連するならば、超長期

的に見れば世界的景気拡大が見込まれるかもしれないということが言いうる。短期的には通信の高速化

による新 しいビジネスの形成や電子商取引の展開による流通ルー トの変容は、在来産業の縮小 によって

「失業」や 「景気後退」をもたらす可能性 さえある(篠 原三代平2000)
。

今起 こりっっあることの意味は何か、さらに大 きな射程で考察を進めるためには、世界システム論や

国際政治経済学の成果が重要になると思われるが、他 日を期したい。

参 考 文献

有 賀敏 之(1999)『 グ ローバ リゼ ー シ ョンの 政 治 経 済 学 』 同文 館 。

米 国 商務 省(室 田泰 弘 訳)(1999)『 デ ィ ジタ ル ・エ コ ノ ミー1』 東 洋 経 済新 報 社 。

同(1999)『 デ ィ ジ タル ・エ コノ ミーII』 東 洋 経 済 新報 社 。

同(2000)『 デ ィ ジ タル ・エ コノ ミー2000』 東 洋 経 済新 報 社 。

カ ス テ ル 、M(大 澤 善 信 訳)(1999)『 都 市 ・情 報 ・グ ロー バ ル 経 済 』 青木 書 店 。

半 田正 樹(2000)「IT『 革 命 』」 を考 え る、 『ア ソ シエ』4、 所 収 。

ヒル シ ュ、J(古 賀 邊 訳)(1998)「 グ ローバ リゼ ー シ ョン とは何 か 」、 『情 況 』1998年11月 所収 。

池 田信 夫(2000a)「NTT「 再 々 編 』 私 案 」、 『東 洋経 済 』2000年10月14日 号 、 所収 。

池 田信 夫(2000b)「 これ が光 ネ ッ トワ ー ク通 信 革 命 」、 『エ コ ノ ミス ト』

2000年12月5日 号 、 所 収 。

石 黒一 憲(2000)「 光 の帝 国NTT封 じ込 め戦 略 」、 『諸 君 』2000年8月 号 、 所 収 。

伊 藤誠(1994)『 現代 の資 本 主 義 』 講 談 社 学術 文 庫。

金 子郁 容(1998)『 シ ェア ウ ェ ア もう一 つ の 経 済 シス テ ム』NTT出 版 。

金 子勝(2000a)「 グ ローバ リゼ ー シ ョンー 経 済 的 問題 の位 相 」、 山 口定 ・神 野 直 彦 編 、 『2025年 日本 の構

想』、 岩 波 書店 、所 収 。

金 子勝(2000b)『 日本再 生 論 』NHKブ ッ クス 。

加 藤英 一(1998)「 揺 れ る知 的 財 産 権 制 度 」、 野 口宏 ・貫 隆 夫 ・須藤 春 夫 編 『電 子 情 報 ネ ッ トワ ー ク と産

業社 会 』、 中央 経 済 社 、 所 収 。

高 木彰(1996)『 現 代 経 済 学 の基 礎 理 論 』 創風 社 。

北 村 洋 基(1999)「 情 報 資 本 主 義 と労 働 価 値論 の現 代 化 」、 『経 済 』1999年9月 号 、所 収 。

松 石勝 彦(1998)「 情 報 ネ ッ トワ ー ク生 産 」松 石勝 彦 編 『情 報 ネ ッ トワー ク経 済論 』、 青木 書 店 、 所 収 。

水 岡不 二 雄(1992)『 経 済 地 理 学 』 青 木 書 店 。

本 山 美彦(2000)『 売 られ る ア ジ ア』 新 書 館 。

日本 経 済 研 究 セ ン ター 編(2000)『 大 予 測 日本経 済 これ か ら5年 』 日本 経 済 新 聞社 。

西 部 忠(2000)「 グ ローバ リゼー シ ョン と地域 通貨 」、 『ア ソシ エ』4、 所 収 。

一291一



情報化の政治経済的文脈

西 垣 通(2001)「IT革 命 後 の社 会 」、 『中央 公 論 』2001年1月 号 、 所 収 。

野 口真(2000)「 グ ロ ーバ ル 化 す る資本 主義 の ジ レ ンマ」、 『ア ソシエ 』4、 所 収 。

奥 村 茂 次 ・尾 上 修悟(1998)「 グ ロー バ リゼ ー シ ョ ンの ゆ くえ」、 柳 田侃 ・奥 村 茂 次 ・尾 上 修悟 編 『新版

世 界 経 済 』、 ミネル ヴ ァ書 房 、 所収 。

大 越 孝 敬(1993)『 光 フ ァ イバ 通 信 』 岩 波新 書 。

大 西 勝 明 ・井 上 照 幸 ・山 下 東子 『日本 の ビ ッグ イ ン ダ ス ト リー② 情 報 通 信 』 大 月 書 店 。

佐 和 隆 光(2000)『 市 場 主 義 の 終 焉 』 岩 波新 書 。

篠 原 三 代 平(2000)「 異 説 ・IT革 命 論 」、 『エ コノ ミス ト』2000年10月3日 号 、所 収 。

柴 山健 太 郎(2000)『 グ ロ ーバ ル 経 済 とIT革 命 』 社 会 評 論 社 。

重 田澄 男(1998)『 資 本 主 義 とは な にか 』 青木 書 店

清 水 真 志(2000)「 電 子 商 取 引 と商 品 市場 の 変容 」、 『ア ソシ エ』4、 所 収 。

杉 山清(1992)「 現 代 資 本 主 義 世 界 編 成 把握 の た め の基 礎 視 角 」、柿 崎 繁 ・草 間俊 夫 ・増 田 壽 男 編 『危 機

に お け る現 代 経 済 の 諸相 』、 八 朔 社 、 所収 。

建 部 正 義(1997)『 貨 幣 ・金 融 論 の 現代 的課 題 』 大 月書 店 。

田 口富 久 治(1994)『 近 代 の今 日的 位相 』平 凡社 。

高 橋 徹(1999)『 新 生NTT』KKベ ス トセ ラー ズ。

通 商 産 業 省(1999)「 日米 電 子 商 取 引 の 市場 規 模 調 査 」、http://www.miti.go.jp/report-j/g・menu-j.html。

柳 沢 賢 一 郎 ・東 谷 暁(2000)『IT革 命?そ ん な もの は な い』 洋 泉 社 新 書

郵 政 省 『通 信 白書 』 各 年版 。

一292一


